研修基本契約書

本契約は、【基本条件】に定める甲が乙に対し研修の実施その他の業務を委託するにあたり、適用される条件を定めるものです（以下「本契約」といいます。）。
本契約の成立を証するため、（1）本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を保有する又は（2）本書の電磁的記録を作成し、双方が合意の後電子署名を施し、各自電磁的記録を保管するものとします。

【基本条件】
	契約締結日
	

	甲
	住　所　
名　称　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	乙
	住　所　東京都千代田区九段南１－６－５
名　称　ユースフル株式会社
代表者　代表取締役　大垣 凜太郎　　　　　　　㊞

	契約期間
	●●年●月●日 ～ ●●年●月●日

	特記事項
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第１章　総則
（目的）
本契約は、甲が乙に対し第３条に定める業務を委託し、乙がこれを受託するにあたり、甲乙間の権利義務の基本的な事項を定めることを目的とします。
本契約は、甲乙間で締結される全ての個別契約に共通して適用されるものとします。
甲及び乙は、法令を遵守し、信義誠実の原則に従い、本契約及び個別契約上の義務を履行するものとします。

（定義）
本契約において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによるものとします。
(1) 「本研修」
乙が甲に対して実施する研修、セミナー、講演、ワークショップその他これらに類するもの（対面、オンライン又はこれらの併用の別を問いません。）をいいます。
(2) 「本件業務」
第３条に定める業務をいいます。
(3) 「講師業務」
本件業務のうち、本研修において講師として受講者に対し講義、演習指導その他の指導を行う業務をいいます。
(4) 「サポート業務」
本件業務のうち講師業務以外の業務をいい、本研修の運営補助、受講者からの質問への対応その他の受講者の支援、機材の設営及び操作、オンライン配信の運営等を含みます。
(5) 「個別契約」
第６条に基づき成立する、本件業務の個別の委託に関する契約をいいます。
(6) 「受講者」
甲の役員、従業員その他甲が指定する者のうち、本研修を受講する者をいいます。
(7) 「講師」
講師業務に従事する者をいいます。
(8) 「サポート人員」
サポート業務に従事する者をいいます。
(9) 「委託料」
本件業務の対価として個別契約に定める金額をいいます。
(10) 「研修資料」
乙が本研修のために作成し、又は甲若しくは受講者に提供するテキスト、スライド、演習用ファイル、動画その他一切の資料（電磁的記録を含みます。）をいいます。
(11) 「知的財産権」
著作権、特許権、実用新案権、商標権、意匠権その他の知的財産権（それらの権利を取得し、又はそれらの権利につき登録等を出願する権利を含みます。）をいいます。
(12) 「秘密情報」
本契約又は個別契約に関連して、相手方から秘密として取り扱うことを求められて開示された情報（「個人情報の保護に関する法律」に定める「個人情報」を含みます。）をいいます。

（業務の内容）
乙が甲から受託する業務は、次の各号に掲げるとおりとし、その具体的な内容は個別契約において定めるものとします。
(13) 本研修の企画及び設計（事前ヒアリング及び甲の要望に応じたカリキュラムのカスタマイズを含みます。）
(14) 研修資料の作成及び提供
(15) 本研修の実施（講師業務及びサポート業務を含みます。）
(16) 本研修の実施報告
(17) その他甲乙間で別途合意する業務
(18) 前各号に付随する業務

（契約の性質）
本契約及び個別契約に基づく本件業務の委託は、準委任契約とし、乙は、善良な管理者の注意をもって本件業務を遂行するものとします。
乙は、本件業務の遂行により、受講者の知識若しくは技能の習得、甲の業績の向上その他特定の成果が得られることを保証するものではありません。
乙が本件業務の一環として行う研修資料の作成は、本研修の実施のための準備行為として行うものであり、研修資料の完成それ自体を目的とするものではありません。

（他の契約との関係）
甲乙間において、乙が提供するeラーニングサービスその他本件業務以外のサービスに関する契約が別途締結されている場合であっても、当該契約と本契約はそれぞれ独立して適用されるものとし、本契約に別段の定めがある場合を除き、一方の契約の内容は他方の契約に影響を及ぼさないものとします。eラーニングサービスのコンテンツの利用条件は、当該サービスに係る契約に従うものとし、本契約に基づく研修資料又は録画データの利用許諾によって変更又は拡張されないものとします。ただし、甲乙が個別契約において対象及び利用条件を特定して別途合意した場合は、この限りではありません。

（個別契約の成立）
個別契約は、甲が乙に対し本件業務に関する発注書を交付し、乙が甲に対し当該発注書に対する請書を交付することにより成立するものとします。発注書及び請書の交付は、電子メールへの添付その他の電磁的方法によることができるものとします。
発注書及び請書には、次の各号に掲げる事項を記載するものとします。
(19) 本研修の名称及び内容
(20) 実施日時及び研修時間
(21) 実施形式（対面、オンライン又はこれらの併用の別）及び実施場所
(22) 受講者数（委託料を受講者数に応じて算定する場合その他甲乙が必要と認める場合に限ります。）
(23) サポート人員数（第１５条第２項に基づきサポート人員の交通費又は宿泊費を甲が負担する場合その他甲乙が必要と認める場合に限ります。）
(24) 委託料及びその支払期限
(25) キャンセル料及びその算定の基準となる期間
(26) 交通費、宿泊費その他の費用の取扱い
(27) その他甲乙が必要と認める事項
本契約の内容と個別契約の内容が異なる場合には、当該内容に限り、個別契約の内容が優先して適用されるものとします。

（有効期間）
本契約の有効期間は、【基本条件】に定めるとおりとします。ただし、契約期間満了の１か月前までに、当事者のいずれかから書面により反対の意思が表示されない限り、本契約は同一条件で更に１年間更新されるものとし、その後も同様とします。
本契約が終了した場合であっても、当該終了の時点で既に成立している個別契約は、当該個別契約に基づく本件業務が完了するまで有効に存続するものとし、本契約の各条項は、当該個別契約に引き続き適用されるものとします。ただし、当該個別契約自体が解除、中止に伴う終了その他の事由により終了した場合は、この限りではありません。
第16条に基づき本研修が中止された場合、第17条第2項に基づき本研修を実施しないことが確定した場合又は第18条第4項に基づき本研修が中止された場合、当該個別契約は、当該中止又は不実施に係る業務の範囲に限り終了するものとします。この場合、本契約又は個別契約に基づくキャンセル料、費用その他の精算に関する定めは、引き続き適用されるものとします。

第２章　本件業務の実施
（甲の協力）
甲は、乙が本件業務を円滑に遂行できるよう、次の各号に掲げる事項その他乙が合理的に必要とする協力を行うものとします。
(28) 本研修を対面で実施する場合における会場及び必要な機材の準備
(29) 受講者が使用するパソコン、通信環境並びに本研修で使用するソフトウェアのライセンス及びアカウントの準備
(30) 受講者数、受講者の属性その他本研修の実施に必要な情報の提供
(31) 事前ヒアリングその他乙からの問合せへの対応
前項各号に掲げる事項の具体的な分担は、個別契約又は甲乙間の協議により定めるものとします。

（講師）
乙は、本研修の内容に応じて講師を選任するものとします。
乙は、講師の病気、事故その他やむを得ない事由がある場合には、甲に通知のうえ、講師を変更することができるものとします。

（受講者の遵守事項）
甲は、受講者をして、本研修の受講にあたり、乙又は講師の合理的な指示に従わせるものとします。
受講者が本研修の進行を著しく妨げる行為その他本研修の円滑な実施を妨げる行為を行った場合、乙は、当該受講者に対し退出を求めることができるものとします。

（再委託）
乙は、講師業務を第三者に再委託しないものとします。ただし、甲の事前の承諾（電子メールその他の電磁的方法によるものを含みます。）を得た場合は、講師業務の全部又は一部を再委託先に再委託することができるものとします。
乙は、乙の責任において、サポート業務の全部又は一部を、乙が業務委託契約又はこれに類する契約を締結した第三者（以下「再委託先」といいます。）に再委託することができるものとします。
乙は、再委託先が本契約及び個別契約の内容を遵守するよう管理監督するとともに、再委託先の業務の実施に係る行為に関して、乙が為したものとして、甲に対して責任を負うものとします。

（報告及び完了確認）
乙は、本研修の実施後速やかに、受講後アンケートの集計結果その他本研修の実施状況を記載した報告書（電磁的記録を含みます。以下「実施報告書」といいます。）を甲に提出するものとします。
当該個別契約に係る本件業務の履行は、本研修の実施及び前項に基づく実施報告書の提出をもって完了するものとします。
甲は、実施報告書の内容に関し、乙に対して質問をし、又は意見を述べることができるものとし、甲及び乙は、今後の本研修の改善に向けて誠実に意見交換を行うものとします。

（録画、録音及び撮影）
甲は、甲における社内教育の目的に限り、本研修を録画（録音を含みます。以下同じ。）することができます。
甲は、前項により取得した録画データ（以下「録画データ」といいます。）を、甲の役職員による復習及び社内教育の目的の範囲でのみ利用するものとし、次の各号の行為をしてはなりません。
(32) 第三者（甲の関係会社及び委託先を含みます。）への提供又は開示
(33) インターネットその他不特定又は多数の者が閲覧可能な方法による公開
(34) 編集、加工その他の改変
(35) 営利を目的とする利用
甲は、録画データを、アクセス権限を設定する等、善良な管理者の注意をもって保管するものとし、甲の社内ポータル、社内ネットワークその他甲の役職員のみが閲覧可能な環境においてのみ共有することができます。
甲が前二項の範囲を超えて録画データを利用しようとする場合は、事前に乙の書面その他乙が指定する方法による承諾を得るものとします。
乙は、本研修の実施状況の記録を目的として、受講者個人が特定されない方法により本研修を撮影することができるものとします。ただし、乙は、当該撮影により得られた記録を、乙の社内における記録及び研修品質の向上の目的以外に利用しないものとします。

第３章　委託料及び費用
（委託料の支払い）
甲は、乙に対し、本件業務の対価として、個別契約に定める委託料を支払うものとします。
甲は、個別契約に別段の定めがある場合を除き、本研修の実施日の属する月の末日を締日として乙が発行する請求書に基づき、当該実施日の属する月の翌月末日までに、当該請求書記載の支払方法により委託料を支払うものとします。なお、振込手数料は甲の負担とします。
甲が委託料の支払を遅滞した場合、甲は、年３％の割合による遅延損害金を乙に対して支払うものとします。
受講者の欠席、途中退出その他甲の側の事情により、受講者数が個別契約に定める数を下回った場合であっても、委託料は減額されないものとします。なお、受講者数が個別契約に定める数を上回る場合の取扱いは、甲乙協議の上定めるものとします。

（費用の負担）
本件業務の遂行に必要な費用は、本契約又は個別契約に別段の定めがある場合を除き、乙の負担とします。
前項にかかわらず、甲が指定する場所において本研修を実施する場合、講師及びサポート人員（再委託先の者を含みます。以下本条において同じ。）の交通費及び宿泊費は、いずれも甲の負担とします。ただし、東京都内において本研修を実施する場合のサポート人員の交通費及び宿泊費は、個別契約に別段の定めがある場合を除き、乙の負担とします。
前項の交通費は、講師及びサポート人員が東京駅と甲の指定する場所との間を往復するために要する費用とし、宿泊費は、本研修の実施日時及び実施場所に照らし宿泊が必要となる場合の費用とします。いずれも甲乙で事前に確認した金額とし、乙は、委託料と併せて甲に請求するものとします。
会場費、会場で使用する機材の費用その他第８条に基づき甲が準備すべき事項に要する費用は、甲の負担とします。

第４章　本研修の変更及び中止
（甲の都合による変更及び中止）
甲は、乙に対し書面（電磁的方法を含みます。）により通知することにより、個別契約に定める本研修の中止、又は実施日時、実施形式その他の内容の変更を申し入れることができるものとします。ただし、内容の変更は、乙が承諾した場合に限り効力を生じるものとします。
前項の申入れは、乙が当該通知を受領した日に行われたものとみなし、キャンセル料の算定の基準となる期間は、当該日を基準として、本研修の実施日（実施日時の変更の場合は、変更前の実施日）から遡って算定するものとします。
甲の都合により本研修が中止され、又は実施日時が変更された場合のキャンセル料及びその算定の基準となる期間は、個別契約（乙が発行する見積書に記載された条件を含みます。）に定めるところによるものとし、甲は、当該キャンセル料を乙に支払うものとします。
個別契約にキャンセル料の定めがない場合、甲は、乙が当該本研修の準備のために既に支出した費用（払戻しを受けることができない交通費及び宿泊費を含みます。）を負担するものとします。

（乙の都合による変更）
講師の病気、事故その他乙の側に生じた事由により、個別契約に定める日時に本研修を実施することが困難となった場合、乙は、速やかにその旨を甲に通知するとともに、第９条第２項に基づく講師の変更又は実施日時の再調整により、本研修の実施に努めるものとします。
前項の措置によっても本研修を実施することができない場合、甲は、当該本研修のうち実施されなかった部分に係る委託料、キャンセル料、交通費及び宿泊費の支払義務を負わないものとします。乙がこれらの金員を既に受領している場合、乙は、甲に対し、当該金員を速やかに返還するものとします。甲又は乙の損害賠償責任については、第22条の定めに従うものとします。

（不可抗力）
甲及び乙は、次の各号に掲げる事由（以下「不可抗力事由」といいます。）により本契約又は個別契約に基づく義務の全部又は一部の履行が不能又は著しく困難となった場合、その履行遅滞又は履行不能について、相手方に対し責任を負わないものとします。
(36) 地震、台風、豪雨、豪雪、洪水、噴火その他の天災地変
(37) 感染症の流行、及びこれに伴う国又は地方公共団体による移動若しくは集会の制限又は自粛の要請
(38) 公共交通機関の運休、運転見合わせ又は大幅な遅延（計画運休を含みます。）
(39) 火災、停電、通信回線の障害、電気通信事業者の役務の停止又は第三者が提供するオンライン会議システム等の障害
(40) 戦争、テロ、暴動、騒乱又は労働争議
(41) 法令の制定若しくは改廃又は公権力による命令若しくは処分
(42) その他前各号に準じる、甲及び乙のいずれの責めにも帰すことができない事由
前項第３号の事由には、講師、サポート人員又は受講者が本研修の実施場所へ移動するために利用する公共交通機関に生じたものを含み、乗り遅れその他当該者の個人的な事情による遅延は含まないものとします。
不可抗力事由が生じた当事者は、速やかに相手方にその旨を通知するものとし、甲及び乙は、本研修の実施日時の再調整又はオンライン形式への変更その他の代替措置について誠実に協議するものとします。
不可抗力事由により本研修が中止された場合（前項の協議により代替措置について合意に至らなかった場合を含みます。）、甲は、当該本研修に係る委託料及びキャンセル料の支払義務を負わないものとします。ただし、乙が当該本研修の準備のために既に支出した交通費及び宿泊費のうち払戻しを受けることができないものは、甲の負担とします。

第５章　一般条項
（知的財産権）
研修資料に関する知的財産権は、乙又は乙に権利を許諾した第三者に帰属します。甲の要望に応じて研修資料をカスタマイズした場合であっても同様とします。
乙は、甲に対し、受講者の社内における学習の目的の範囲内で、研修資料を複製し、受講者に配布することを非独占的に許諾します。
甲は、乙の事前の書面による承諾なく、研修資料の翻案、編集若しくは改変をし、受講者以外の者に配布若しくは開示し、又は研修資料を利用して自ら若しくは第三者をして研修その他これに類するものを実施してはならないものとします。ただし、第13条に基づき許諾された録画データの利用に伴い、当該録画データに収録された研修資料を甲の役職員が視聴することは、この限りではありません。この場合であっても、甲は、乙の事前の書面による承諾なく、録画データから研修資料を抽出して別途配布若しくは開示し、又は当該研修資料を利用して自ら若しくは第三者をして研修その他これに類するものを実施してはならないものとします。
甲が本件業務のために乙に提供した資料、データその他の情報（以下「甲提供素材」といいます。）に関する知的財産権は、甲又は甲に権利を許諾した第三者に留保されます。乙は、甲提供素材を本件業務の遂行の目的の範囲内でのみ利用するものとします。
研修資料に乙の商標、ロゴ又はサービスマーク等が表示される場合であっても、乙は、甲その他の第三者に対し、これらを譲渡し、又はその使用を許諾するものではありません。

（秘密保持）
甲及び乙は、秘密情報を厳重に管理し、相手方の事前の書面による承諾なく、第三者に開示し、又は漏洩してはならないものとします。ただし、乙が第１１条に基づき再委託先に対し本件業務の遂行に必要な範囲で開示する場合は、この限りではありません。
甲及び乙は、秘密情報を本契約及び個別契約の目的以外に使用してはならないものとします。
甲及び乙は、本契約が終了した場合又は相手方から書面により求められた場合はいつでも、相手方から受領した秘密情報及び秘密情報を包含した書面その他の記録媒体物、並びにその全ての複製物等を返却又は廃棄するものとします。ただし、有効に存続する個別契約の履行に必要な範囲の秘密情報は、当該個別契約の終了まで保管することができるものとします。

（個人情報の取扱い）
甲及び乙は、本件業務に関連して取得した受講者その他の者の個人情報を、個人情報の保護に関する法律その他の関係法令を遵守して適切に取り扱うものとします。
甲及び乙は、前項の個人情報を本件業務の遂行に必要な範囲でのみ利用するものとし、紛失、漏えい、盗用等が生じないよう適切に保管及び管理するものとします。

（損害賠償）
甲及び乙は、本契約又は個別契約に関連し、相手方の責めに帰すべき事由により自己が損害を受けた場合、相手方に対し損害（弁護士費用その他の専門家にかかる費用を含みます。）の賠償を請求することができるものとします。
前項その他本契約の定めにかかわらず、乙が甲に対して負う損害賠償責任は、乙の責めに帰すべき事由により甲に直接かつ現実に生じた通常の損害に限られるものとし、その額は、当該損害の原因となった個別契約に定める委託料の額を上限とします。ただし、乙の故意又は重大な過失による場合は、この限りではありません。

（解除）
甲又は乙は、相手方が本契約又は個別契約のいずれかの条項に違反した場合には、２週間の是正期間を定めた催告をした上で、本契約又は個別契約の全部又は一部を解除することができるものとします。
甲又は乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当する場合、何らの通知催告を要せず、直ちに本契約又は個別契約の全部又は一部を解除することができるものとします。
(43) 振出し又は引受けに係る手形について不渡り処分を受けたとき、その他支払停止を行ったとき。
(44) 差押え、仮差押え、仮処分、その他の強制執行、競売、若しくは破産手続、民事再生手続、会社更生手続、その他の法的整理手続の開始の申立てがあったとき、滞納処分を受けたとき、若しくは私的整理手続の開始の申立てがあったとき、又はそれらのおそれがあるとき。
(45) 合併によらず解散したとき。
(46) 組織又は事業につき重大な変更をしたとき。
(47) 相手方を害する行為その他の背信行為をしたとき。
(48) 相手方からの問合せその他の回答を求める連絡に対して３０日間以上応答がないとき。
前２項に基づき本契約又は個別契約が解除された場合、解除された当事者は、解除権を行使した当事者が被った損害を、第２２条の定めに従い賠償するものとします。
本条に基づく解除は、解除権を行使した当事者の相手方に対する損害賠償請求を妨げないものとします。

（本契約上の地位の譲渡等）
甲及び乙は、相手方の書面による事前の承諾なく、本契約若しくは個別契約上の地位又はこれらに基づく権利義務の全部又は一部を、第三者に譲渡（合併、会社分割等による包括承継も含みます。）し又は担保の目的に供することはできません。
前項にかかわらず、乙が本件業務にかかる事業を他社に譲渡した場合には、当該事業譲渡に伴い本契約及び個別契約上の地位、権利及び義務並びに甲に関する情報を当該事業譲渡の譲受人に譲渡できるものとし、甲は、かかる譲渡につき本項においてあらかじめ同意したものとみなします。本項にいう事業譲渡には、乙が消滅会社又は分割会社となる合併又は会社分割等による包括承継を含むものとします。ただし、乙は、甲に対し、事前に当該事実につき書面により通知をしなければなりません。

（反社会的勢力の排除）
甲及び乙は、自己、その役員（取締役、監査役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、以下同じとします。）その他自己を実質的に支配する者が、本契約締結時点において、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団員又は暴力団準構成員でなくなった日から５年を経過しない者、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動標ぼうゴロ、特殊知能暴力団、その他これらに準ずる者（以下総称して「反社会的勢力」といいます。）に該当しないこと、及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明及び保証し、本契約締結時以降、自己、その役員その他自己を実質的に支配する者が反社会的勢力に該当しないこと、及び次の各号のいずれにも該当しないことを誓約します。
(49) 反社会的勢力が経営を支配し、又は経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。
(50) 不当に反社会的勢力を利用していると認められる関係を有すること。
(51) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等の関与をしていると認められる関係を有すること。
(52) 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有すること。
甲及び乙は、自己又は第三者を利用して、暴力的要求行為、不当要求行為、脅迫的言動、暴力行為、風説流布又は偽計による信用毀損行為、業務妨害行為、その他これらに準ずる行為を行わないことを誓約します。
甲又は乙が前二項の表明保証又は誓約に違反した場合、相手方は何らの催告を要せず直ちに本契約及び個別契約を解除することができるほか、違反当事者に対し、かかる違反に起因又は関連して被った損害の賠償を請求することができます。なお、当該解除によって違反当事者に損害又は負担が生じても、当該違反当事者は相手方に対してその賠償を求めることができません。

（分離可能性）
本契約のいずれかの条項又はその一部が、法令等により無効又は執行不能と判断された場合であっても、本契約の残りの規定、及びその一部が無効又は執行不能と判断された規定の残りの部分は、継続して完全に効力を有し、甲及び乙は、当該無効若しくは執行不能の条項又は部分を適法とし、執行力をもたせるために必要な範囲で修正し、当該無効若しくは執行不能な条項又は部分の趣旨並びに法律的及び経済的に同等の効果を確保できるように努めるものとします。

（存続規定）
第１３条（録画、録音及び撮影）、第１４条（委託料の支払い）、第１９条（知的財産権）、第２０条（秘密保持）、第２１条（個人情報の取扱い）、第２２条（損害賠償）、第２３条（解除）第３項及び第４項、第２４条（本契約上の地位の譲渡等）乃至本条、第２８条（準拠法及び合意管轄）並びに第２９条（協議解決）は、本契約又は個別契約の終了後も有効に存続するものとします。また、第15条乃至第18条その他本契約又は個別契約に基づき発生する費用、キャンセル料、返還金その他の精算に関する定めは、当該精算が完了するまで有効に存続するものとします。

（準拠法及び合意管轄）
本契約は日本法に準拠するものとし、本契約又は個別契約に起因し又は関連する一切の紛争については、その訴額に応じて、被告の本店所在地を管轄する簡易裁判所又は地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。

（協議解決）
甲及び乙は、本契約又は個別契約に定めのない事項又はこれらの解釈に疑義が生じた場合には、互いに信義誠実の原則に従って協議の上速やかに解決を図るものとします。

以　上
